
6.助成合意書等への署名

MSCA-RISE、総務省が関わる日欧共同公募の参加者は助成合意書の対象外



助成合意書への署名の必要性

第三国の場合

一般公募（例外的助成を受け取る）
日欧共同公募（JST –EC Joint Call）

一般公募（International Partner)
MSCA-RISE(Secondment Partner)

日欧共同公募 (MIC-EC Coordinated Call)

署名しない

助成合意書（Grant Agreement） は欧州委員会とコンソーシアム間の合意書となります。

助成金を欧州委員会から直接受け取る権利がない日本は、署名が必要な場合と不要な
場合があります。

※欧州委員会と直接の合意は行わない
日本側は日本の助成元と個別に契約

※欧州委員会と直接の合意は行わない
パートナー契約等を個別に締結

署名しない

署名する
※正確には助成合意書にコーディネーターが署名し

日本を含む参加者は助成合意書の添付資料
（Accession Form）に署名する



•第 1 条―合意書の対象
•第 2 条―実施されるべきアクション［－補完的助成］［－共同資金提供アクション］
•第 3 条―アクション継続期間および開始日
•第 4 条―推定予算および予算移動
•第 5 条―助成金額、助成形態、補償率、および費用形態
•第 6 条―適格および不適格費用
•第 7 条―アクションを適切に実施する一般的義務
•第 8 条―アクションを実施するための資源―アクションに関与する第三者
•第 9 条―EU 基金を受領しない参加機関によるアクションタスクの実施

［EU 基金を受領しない参加機関のためのオプション]
•第 10 条―物品、業務およびサービスの購入
•第 11 条―有償で第三者から提供された現物出資の使用
•第 12 条―無償で第三者から提供された現物出資の使用
•第 13 条―下請業者によるアクションタスクの実施
•第 14 条―提携第三者によるアクションタスクの実施
•第 15 条―第三者に対する財務支援
•第 16 条―研究インフラストラクチャーに対する国境を越えたまたは仮想アクセスの提供
•第 17 条―一般的情報提供義務
•第 18 条―記録の維持―根拠書面
•第 19 条―成果物の提出
•第 20 条―報告―支払請求
•第 21 条―支払および支払取決め
•第 22 条―点検、検討、監査、および調査―認定の拡張
•第 23 条―アクションの影響の評価
•第 24 条―背景的情報に関する合意
•第 25 条―背景的情報に対するアクセス権
•第 26 条―成果の所有権
•第 27 条―成果の保護―EU 基金の可視性
•第 28 条―成果の利用
•第 29 条―成果の普及―オープンアクセス―EU 基金の可視性
•第 30 条―成果の譲渡およびライセンスの付与
•第 31 条―成果に対するアクセス権

Core Text （内容例）

助成合意書の内容

•第 32 条―研究者の募集および労働条件
•第 33 条―男女平等
•第 34 条―倫理
•第 35 条―利益相反
•第 36 条―秘密保持
•第 37 条―安全保障関連義務
•第 38 条―アクションの促進―EU 基金の可視性
•第 39 条―個人データの処理
• 第 40 条―［欧州委員会］［執行機関］に対する支払請求権の譲渡
•第 41 条―参加機関の役割および責任の区分―補完的参加機関との関係―共同アク
ションのパー トナーとの関係
•第 42 条―不適格費用の却下
•第 43 条―助成の削減
•第 44 条―過払金額の返却
•第 45 条―行政罰および罰金
•第 46 条―損害についての責任
•第 47 条―支払期限の停止
•第 48 条―支払の停止
•第 49 条―アクション実施の停止
•第 50 条―単一または複数参加機関の合意書の解除または参加の終了
•第 51 条―不可抗力
•第 52 条―当事者間の通信
•第 53 条―合意書の解釈
•第 54 条―期間計算、日付および期限
•第 55 条―合意書の変更
•第 56 条―合意書への加入
•第 57 条―適用法および紛争
•第 58 条―合意書の発効

欧州委員会指定の雛型
条文等の書き加え削除は原則不可

プロジェクトコーディネーターがコンソーシアムを
代表して電子署名し、他の参加機関はAccession 
form （合意書の添付）に署名する

助成合意書（Grant Agreement/GA） は欧州委員会とコンソーシアムとの間で締結する助成金、プロジェクトの実行（責任・義務）、原則的
な成果の取り扱いについての合意書です。下記に記載があるCore Textは相応の事由がない限り原則変更出来ません。



助成契約書構成

Core Text Terms and Conditions

合意書の本文
※Article 9 ：助成を受け取らない第三国パートナーの権利と義務
※Article 57..2：EUの援助を受けない参加者を一般裁判所またはEU司法裁判所の対象外とする内容
※Article 23a-31.5：知的財産権のうち、左記は助成を受けない場合には適用されない項目

Annex 1 Description of Action 
（コーディネーターがプロポーザルからMilestone, Deliverables等を転記）

Annex 2 Estimated Budget for the Action 
（コーディネーターがプロポーザルから転記）

Annex 3 Accession Form:

助成合意書本文及びAnnex1-2について欧州委員会とコーディネーターによる合意
書締結に合意するという内容。

Annex 4 Model for Financial statements
（助成を受け取る機関のみ必要）

Annex 5 Certificate on the financial Statement 
（計325,000 EUR 以上受け取る参加者のみ）

Annex 6 Certificate on the Methodology 
（計325,000 EUR 以上受け取る参加者のみ）

JSTの公募等でBeneficiary not receiving Fundとして参加する場合でも、Beneficiaryである限りは助成合意書Article 9, Article 57.2の対象

欧州委員会が作成した合意書の本文（Core Text ）は欧州委員会が作成し、Annex 1-2はコーディネーターが作成。
コーディネーターを除く助成合意書対象の参加者の署名者は、内容に合意する旨を示す「 Annex ３：Accession Form」に署名し
ます。Annex 4-6は助成を受け取る場合のみ必要で、特にAnnex 5-6は助成金が325,000 EURを上回る場合のみ必要。

①コーディネーターが署名

②パートナーが同意

第三国に限定された規則や
例外が記載されているかも
確認しましょう

助成を受け取る場合は
確認が必要

自身の機関の作業や
スケジュールを再確認

助成を受け取る場合は
提出する

該当者のみ提出
（監査報告）

助成合意書の内容



以下の内容について同意します。Validation 、LEARのアカウント権限の取得、

署名者の設定後、欧州委員会とコーディネーター間の助成合意書の前に署名が必要な書類です。

• Participant Portalに登録した情報に誤りがない事

• プロポーザル通りプロジェクトに参加する事

• 財務上の問題がない事(bankruptcy)

その他の書類（Declaration of Honour）

LSIGN (PLSIGN)
電子署名
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6Accession form

Coordinator以外が署名

Coordinatorが
GAに署名

欧州委員会がGA

のFinal Ver.を作成

GA最終Ver送付
EC→Coordinator 

ECがGAに署名

3 months after selected

Max 30 days after GA 

Participant Portal E- Signature

PLSIGNによる電子署名

助成合意書、DoHの署名時期

Declaration of Honour 、Grant Agreement Accession Form署名の流れ



その他の書類（Consortium  Agreement）

•第 1 項：定義
•第 2 項：目的
•第 3 項：発効、期間
• 第4 項：当事者の責任
•第 5 項：互いに対する責任
•第 6 項：管理体制
•第 7 項：財務規定
•第 8 項：成果
•第 9項：アクセス権
•第 10 項：情報の非開示
•第 11 項：雑則
•第 12 項：署名

•別紙 1：含まれる背景的情報
•別紙 2：加入書面
•別紙 3：第 8.2.2 項に基づく簡素化譲渡
についての第三者リスト
•オプション：別紙 4：第 9.5 項に基づく特
定された関連組織
•GOV SP モジュール
•IPR SC モジュール
•ソフトウェア特別規定

目次（DESCA モデルの例） • 書式は決まっていないがDESCAモデルが多い

• 内容は欧州委員会は内容に関与しませんが、助
成合意までに合意が必要

• 署名者はコンソーシアム内で決定する（ECとの
助成合意書の署名者/LSIGNとは限らない）

• コンソーシアム協定の内容はコーディネーターが
主導となりコンソーシアムメンバー間で決定する

• 日本も注視すべき内容

• 各参加機関の義務と権利

• IPR（「基本原則」は助成合意書が基）

• 紛争時の準拠法、裁判所等

• 参加機関はコーディネーターへ書面で送付し、
コーディネーターがコンソーシアム協定書の最終
ドラフトを欧州委員会へ提出（期限はGA締結前）

コーディネーターを含めた
全コンソーシアムメンバーが
署名（Blue INK）

コンソーシアム間のプロジェクト合意書で、欧州委員会との助成合意書では取り決めていない
内容や、特に知財、紛争時の準拠法等についても取り決める事が可能です。
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GA署名の対象となる
全参加者が署名

Accession form

Coordinator以外が署名

Coordinatorが
GAに署名

欧州委員会がGA

のFinal Ver.を作成

GA最終Ver送付
EC→Coordinator 

ECがGAに署名

6 weeks after selected

3 months after selected

Max 30 days after GA 

Participant Portal E- Signature

PLSIGNによる電子署名

GA締結前までに合意し
欧州委員会へ提出

コンソーシアム協定提出時期
コンソーシアム協定書は、原則欧州委員会との助成合意書の締結前に提出するため、
助成合意書の署名準備と同時期に実施します。



署名者の設定
①法人レベルで署名者を設定する （担当：LEAR）

全参加法人アカウント（PIC）のValidation、アカウント管理者（LEAR)の登録が完了後
登録されたLEARが助成合意書署名者の設定を行います。
この設定はLEARの個人アカウント以外からは実施できません。

コーディネーター

コーディネーター
以外の参加機関



署名者の設定
LEARによる操作

My Organization >Manage Roles> Add Rolesの順に進み、署名者のメールアドレスと
氏名を設定する。署名者があらかじめ個人アカウントを持たない場合は、署名依頼と
ともに個人アカウント作成の依頼も届きます。
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①My Organizationをクリック

②管理者の個人アカウントのみ
Manage Rolesというボタンが
表示されるのでクリック

仮登録者



署名者の設定
②プロジェクトレベルで署名者を設定する （担当：PACO）

実際にプロジェクト窓口となっているPACOが、 LEARが登録したLSIGNの中から、
所属するプロジェクト専属の署名者を選択します。
※選択されたLSIGNはプロジェクト専属のLSIGN (PLSIGN)と呼ばれますが同一人物です

コーディネーター

コーディネーター

コーディネーター
以外の参加機関

コーディネーター
以外の参加機関
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署名者の設定
③最低限必要なアカウントが存在する事を各担当が確認 （担当：LEAR、PACO）

法人レベル：LEARが確認、プロジェクトレベル：ＰACOが確認

最低限必要
・PACO 1名
・LEAR 1名
・PLSIGN 1名
・PFSIGN 1名 （助成受取なしの場合は不要）



署名者の設定

Project Name
（略称）

INCO-H20-s
（課題番号）

H2020 123456
プロジェクト#

署名が必要な時期に
このあたりに表示される

研究窓口

PACOによる操作
Participant Portal> My Project> Project Consortiumをクリック、LSIGN（メール、氏名）を追加



署名方法

Project Name
（略称）

INCO-H20-s
（課題番号）

H2020 123456
プロジェクト#

署名が必要な時期に
このあたりに表示される

研究窓口

PLSIGNによる操作
ECからNotificationが届いたらParticipant Portal> My Project> Manage Projects (MP)に進む



Grant Management System（SyGMa）が開きます
まず、DoHの署名を行うため GA Declarationを選択し、署名ボタンを押してください

署名方法

このあと、署名専用のログイン画面が開きます
PLSIGNの個人アカウントのログイン情報を
入力し、「SIGN」を押してください



署名済みの表示に変わります

署名方法

Grant Agreement Accession Formも同様に
行ってください


